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欧州連合（EU）の AI 法（AI Act）は、人工知能（AI）に関する世界初の包括的な水平

的規制であり、データプライバシーにおける GDPR のように、信頼できる AI のグロー

バルスタンダードを確立することを目指しています。本法は、EU 市場に AI システム

を提供する、あるいはその出力が EU 域内で利用されるすべての企業に適用される

広範な域外適用性を有しており、日本企業を含む非 EU 企業にとって、その遵守は

喫緊の経営課題となります。 

本報告書は、EU AI 法の複雑な規制体系、特にユーザーの関心事である「行動規

範」について、詳細かつ戦略的な分析を提供するものです。この「行動規範」は、主に

2 つの異なるメカニズムを指します。 

1. AI Pact（AI 協定）: 法的拘束力のない自主的なイニシアチブであり、欧州委

員会が企業に対し、法的期限に先駆けて AI 法の要件を早期に実施すること

を奨励するものです。これは、企業の積極的な姿勢を示し、ブランド価値を高

める機会となる一方で、市場からの参加圧力という側面も持ち合わせていま

す。 
2. Codes of Practice（実践規範、COP）: AI 法自体に定められた正式な共同

規制ツールです。特に汎用 AI（GPAI）モデルの提供者が、承認された COP
を遵守することで、特定の法的義務への「適合性の推定」を得ることができま

す。これは、事実上のコンプライアンス遵守の指針となる重要な文書です。 
本報告書は、これらの「行動規範」を明確に区別し、その目的、法的地位、戦略的価

値を分析します。さらに、AI 法の根幹をなすリスクベースアプローチ（「許容できないリ

スク」「高リスク」「限定的なリスク」「最小リスク」の 4 分類）を解き明かし、特に最も厳

格な義務が課される「高リスク AI」および「システミックリスクを伴う GPAI」の提供者

が負う具体的な責任を詳述します。 

また、EU の規制中心アプローチを、米国の市場主導・自主規制アプローチ、中国の

国家主導・安全保障重視アプローチ、そして日本の産業主導・ソフトローアプローチと

比較分析することで、グローバル企業が直面する「コンプライアンスの断片化」という

戦略的課題を浮き彫りにします。 



最後に、これらの詳細な分析に基づき、当社が取るべき具体的な行動計画を、評価・

マッピング（即時）、ガバナンス構築（短期）、実装・文書化（中期）、戦略的エンゲージ

メント・継続的監視（長期的）の 4 段階に分けて提言します。本報告書は、当社の経

営陣が EU AI 法という新たな規制環境を的確にナビゲートし、法的・財務的リスクを

軽減し、戦略的機会を特定するための羅針盤となることを目的としています。 

 

セクション I：EU AI 法：AI 規制の新たなグローバルベンチマーク 

本セクションでは、AI 法の基礎となる法的・概念的枠組みを確立します。これは、「行

動規範」が機能する文脈を理解するために不可欠です。 

1.1 AI における「ブリュッセル効果」：グローバルスタンダードの確立 

EU AI 法は、AI に関する世界初の包括的かつ水平的な規制として位置づけられてい

ます。これは、データプライバシーの分野で一般データ保護規則（GDPR）が果たした

役割と同様に、信頼できる AI に関する世界的な基準を設定することを目指すもので

す 1。この法律の主な目的は、EU 市場に出回る AI システムが安全であり、基本的

権利と EU の価値を尊重することを保証すると同時に、AI への投資とイノベーション

を促進するための法的確実性を提供することにあります 3。 
AI 法は、EU 加盟国による国内法化を必要とせず、全加盟国に直接的かつ統一的に

適用される「規則（Regulation）」として制定されました。これにより、AI アプリケーショ

ンのための分断されていない単一の EU 市場の発展が促進されます 4。このアプロ

ーチは、EU が設定した基準が、グローバルに事業を展開する企業にとって事実上の

世界標準となる「ブリュッセル効果」を AI の領域でもたらす可能性を秘めています。 
1.2 リスクベースアプローチ：4 つの規制階層の解体 

AI 法の中核的なアーキテクチャは、AI システムがもたらす潜在的なリスクのレベルに

応じて規制の厳格さを調整する「リスクベースアプローチ」です。システムは以下の 4
つのカテゴリーに分類されます 3。 

• 許容できないリスク（Unacceptable Risk）: EU の価値観に反し、基本的権

利を侵害するような AI の利用は原則として禁止されます。具体例としては、個

人の潜在意識を操作する技術、脆弱性を悪用するシステム、公的機関による

ソーシャルスコアリング、法執行目的での公共空間におけるリアルタイム遠隔

生体認証システムの大部分などが含まれます 3。これらの禁止措置は、2025
年 2 月から適用が開始されます 13。 



• 高リスク（High Risk）: 規制の主要な対象であり、個人の健康、安全、または

基本的権利に重大なリスクをもたらす可能性のある AI システムが該当しま

す。これらは主に 2 つのカテゴリーに分けられます。 
1. EU の製品安全法規（例：医療機器、玩具、自動車）の対象となる製品

の安全コンポーネントとして使用される AI システム 8。 
2. 附属書 III（Annex III）にリストアップされた特定の重要分野で使用され

るスタンドアロン AI システム。これには、生体認証、重要インフラの管

理、教育・職業訓練、雇用・労働者管理、必要不可欠な公的・民間サー

ビスへのアクセス（信用スコアリングや保険料算定を含む）、法執行、

移民・国境管理、司法・民主的プロセスなどが含まれます 4。 
• 限定的なリスク（Limited Risk / Specific Transparency Risk）: 特定の透

明性義務が課される AI システムです。これには、利用者が AI と対話している

ことを開示する必要があるチャットボット、利用者に通知する必要がある感情

認識システムや生体認証分類システム、そして人工的に生成されたコンテン

ツであることを明示的にラベル付けする必要があるディープフェイクなどが含

まれます 3。 
• 最小リスク（Minimal Risk）: 上記のいずれにも該当しないその他の AI シス

テム（例：AI 搭載のビデオゲームやスパムフィルター）です。これらのシステム

は基本的に規制の対象外ですが、自主的な行動規範の遵守が奨励されてい

ます 7。 
このリスクベースアプローチの運用において、企業のコンプライアンス戦略上、極めて

重要な点が存在します。それは、「高リスク」の定義が静的なものではないという事実

です。規制の中核をなすのは、高リスクなユースケースを列挙した附属書 III です 8。

欧州委員会は将来、このリストを更新する権限を有しています 17。これは、現在「最

小リスク」に分類されている製品が、将来の法改正によって「高リスク」に再分類され

る可能性があることを意味します。したがって、企業は自社の現行製品ポートフォリオ

を評価するだけでなく、附属書 III の改正につながりうる政治的・社会的動向を継続的

に監視し、コンプライアンス体制を動的に調整し続ける必要があります。コンプライア

ンスは一回限りのチェックリストではなく、恒久的なリスク監視活動となるのです。 
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1.3 域外適用：日本企業および非 EU 企業への影響 

AI 法は、その適用範囲が地理的に限定されていません。提供者の所在地にかかわ

らず、EU 市場に AI システムを上市（place on the market）またはサービス提供（put 
into service）するすべての提供者（プロバイダー）に適用されます 1。また、EU 域内

に所在する AI システムの導入者（デプロイヤー）にも適用されます。 
特に日本企業にとって重要なのは、AI システムの「出力（output）」のみが EU 域内で

利用される場合にも、この法律が適用される可能性があるという点です 4。例えば、

日本国内で運用されている AI サービスであっても、その分析結果や生成コンテンツ

が EU 域内の顧客に提供される場合、その AI システムの提供者は AI 法の規制対

象となる可能性があります。この広範な域外適用性は、グローバルにサービスを展開

する企業にとって、重大なコンプライアンス上の課題を提起します。 
1.4 AI バリューチェーンにおける主要な主体：義務の定義 



AI 法は、AI のバリューチェーンに関与する様々な経済事業者（economic operator）
に対して、それぞれの役割に応じた義務を課しています 1。 

• 提供者（Provider）: AI システムまたは汎用 AI モデルを開発し、自らの名称

または商標の下で EU 市場に上市またはサービス提供する自然人または法

人を指します 15。提供者は、特に高リスク AI システムに関して、コンプライア

ンス義務の大部分を負います。 
• 導入者（Deployer / User）: 個人的・非職業的な活動の過程を除き、自らの

権限の下で AI システムを利用する自然人または法人です 12。高リスク AI シ
ステムの導入者は、人的監視の実施やシステムの監視など、特定の義務を負

います 3。 
• 輸入者（Importer） および 販売者（Distributor）: EU 域外から AI システム

を EU 市場に上市する者、および市場で利用可能にする者を指します。彼ら

は、提供者が適切な適合性評価手続きを実施し、必要な文書を作成している

かなどを確認する義務を負います 1。 
ここで注意すべきは、「導入者」と「提供者」の区別が流動的であるという点です。第三

者から高リスク AI システムを調達した導入者が、そのシステムに自社ブランドを付し

て提供したり、元の提供者が意図しない目的のためにシステムを大幅に変更したりし

た場合、その導入者は AI 法の下で「提供者」とみなされ、提供者としての全ての重い

法的責任を負うことになります 19。これは、AI システムの調達、導入、およびブランデ

ィング戦略において、隠れたコンプライアンスリスクを生み出す可能性があります。マ

ーケティング部門による安易なホワイトラベルの決定が、会社全体に予期せぬ巨大な

コンプライアンス負担を引き起こすことになりかねません。 
1.5 EU AI オフィス：ガバナンスと執行の中核機関 

AI 法は、欧州委員会内に新たな専門機関として「欧州 AI オフィス（EU AI Office）」を
設立します 1。AI オフィスの主な機能は以下の通りです。 

• AI 法の効果的な実施の監視と、加盟国間の統一的な適用促進。 

• 加盟国の監督当局との連携・調整。 

• 標準化プロセスや実践規範（Codes of Practice）の策定奨励。 

• 特に汎用 AI（GPAI）モデルに関する規則の監督と執行 1。 
AI オフィスは、EU レベルでの AI ガバナンスの中核を担い、規制の調和と一貫した

執行を確保する上で中心的な役割を果たします。 

 

セクション II：「行動規範」の解読：AI Pact と実践規範 



本セクションでは、ユーザーのクエリに直接的に応え、AI 法に関連する 2 つの主要な

「行動規範」を分析し、それぞれの明確な役割を明らかにします。 

2.1 AI Pact：コンプライアンスへの自主的な架け橋 

2.1.1 目的と性質 

AI Pact（AI 協定）は、欧州委員会が立ち上げた、法的拘束力のない自主的なイニシ

アチブです 22。その主な目的は、AI 法の各規定が法的に適用開始となる前に、企業

や組織がその準備を進め、AI 法の措置を早期に実施することを奨励し、支援するこ

とにあります 11。これは、2026 年に予定されている本格的な法施行までの移行期間

を埋め、円滑な制度移行を促すための「橋渡し」としての役割を担います。 
このイニシアチブは、単なる広報活動以上の戦略的な意味合いを持ちます。欧州委

員会は AI Pact を通じて、早期導入者のコミュニティを形成することで、①実際の導

入における課題に関する実世界からの情報を収集し、②法的拘束力を持つ前にガイ

ダンスをテスト・改良し、③コンプライアンスを標準化して遅れている企業への圧力を

かける「意欲ある有志連合」を創出することができます 24。これは、規制当局が規制

対象者から学ぶことで、2026 年の本格施行のリスクを低減させる、マクロレベルでの

アジャイル・ガバナンスの一形態と言えます。 
2.1.2 構造（2 つの柱） 

AI Pact は、2 つの主要な柱で構成されています 24。 
• 第 1 の柱：ネットワークと知識共有: AI オフィスがウェビナーやイベントを主催

し、AI 法の目的についての共通理解を深め、関係者が準備を進めるための

支援を行います。これにより、ベストプラクティスを共有するための実践的なコ

ミュニティが形成されます。 
• 第 2 の柱：企業の誓約の促進と伝達: これが AI Pact の中核です。企業は、

「エンゲージメント宣言（declarations of engagement）」という形で自主的なコ

ミットメント（誓約）を行い、コンプライアンスをどのように先取りしているかを公

に表明することができます。2024 年 9 月時点で、既に 200 社以上の企業が

この誓約に署名しています 22。 
2.1.3 誓約：中核となるコミットメント 

企業が AI Pact で行う誓約には、基本的なものと、より野心的な追加のものが含まれ

ます。 

• 基本的な誓約: 以下の 3 つが中核となります 22。 
1. 組織内での AI 導入を促進し、将来的な AI 法遵守に向けた AI ガバナ

ンス戦略の採択。 



2. AI 法の下で高リスクに分類される可能性のある AI システムの特定と

マッピング。 
3. 倫理的で責任ある AI 開発を保証するための、従業員の AI に対する

認識とリテラシーの促進。 
• 追加の誓約: 企業はさらに、高リスク AI システムに求められる要件に関連す

る、より具体的な誓約を行うことができます。これには、人的監視、リスク軽

減、ディープフェイクのような AI 生成コンテンツの透明性確保などが含まれま

す 24。 
2.1.4 戦略的計算：エンゲージメントのビジネスケース 

AI Pact への参加は任意ですが、企業にとっては戦略的な判断が求められます。 

• メリット: AI Pact への参加は、企業が積極的かつ責任ある AI 開発に取り組ん

でいることを示すシグナルとなり、ブランドの評判を高め、顧客や投資家から

の信頼を構築する上で有利に働く可能性があります 25。また、規制が完全に

固まる前に、自社のソリューションをテストし、幅広いコミュニティと知識を共有

することで、業界のベストプラクティスの形成に影響を与える機会も得られます 
24。これは、規制の潮流に先んじるための戦略的手段と見なすことができます 
27。 

• リスクと圧力: 自主的な取り組みであるにもかかわらず、特に業界の主要企

業にとっては、AI Pact に参加しないことが評判上のリスクとなるような、市場

からの強い圧力が存在する可能性があります 11。また、早期にコミットメントを

行うことは、最終的な規則や標準が確定する前にコンプライアンスのためのリ

ソースを割り当てることを意味し、将来的にプロセスを再構築する必要が生じ

るリスクも伴います 11。 
2.2 実践規範（Codes of Practice）：正式な適合性推定への道 

2.2.1 法的根拠と機能 

AI Pact とは対照的に、実践規範（Codes of Practice, COP）は、AI 法自体に定めら

れた正式な共同規制の手段です。承認された COP を遵守することにより、提供者は

特定の法的義務に対する「適合性の推定（presumption of conformity）」を享受する

ことができます。これは特に、汎用 AI（GPAI）モデルの提供者にとって、コンプライア

ンスを証明するための重要な手段となります 10。 
2.2.2 共同策定プロセス 

AI オフィスは、産業界、市民社会、学界、その他の利害関係者と協力して、COP の

策定を奨励・促進する役割を担います 8。このプロセスには、草案の作成、パブリック

コメントの募集、そして最終的な欧州委員会による承認が含まれます。この共同策定



プロセスは、規制が技術の最先端と乖離しないようにするための重要なメカニズムで

す。 
2.2.3 GPAI への焦点 

COP は、特に汎用 AI（GPAI）モデルの提供者にとって極めて重要です。AI 法の条

文は高レベルの原則を定めるに留まりますが、COP はモデル評価、リスク管理、透

明性確保といった義務を実際にどのように履行するかについての、具体的かつ最先

端の技術的詳細を規定することになります 10。AI 法は、提供者が準備期間を確保で

きるよう、これらの COP を法の施行後 9 ヶ月以内（2025 年 5 月頃まで）に準備が整

うよう求めています 12。 
GPAI モデルの提供者にとって、COP は AI 法の条文そのものよりも重要な文書とな

るでしょう。なぜなら、COP は「モデル評価」や「リスク軽減」といった抽象的な法的義

務を、具体的なエンジニアリング要件や文書化プロセスに変換する運用上の翻訳機

となるからです。COP の草案作成プロセス 21 を見れば、そこには「6 ヶ月ごとの再

評価」や「訓練データの詳細」といった具体的な要求事項が含まれることがわかりま

す。このプロセスに参加する企業は、自社および競合他社が準拠すべき「最先端技

術（state of the art）」の基準形成において、大きな影響力を持つことができます。一

方、参加しない企業は、他社によって設定された基準に適応せざるを得ないリスクを

負うことになります。 
2.2.4 標準との違い 

COP は、CEN-CENELEC のような欧州標準化機関によって策定される正式な整合

規格（harmonised standards）とは区別されます。COP は、GPAI のような新興分野

において、より迅速かつ柔軟に策定されることを意図しています。一方で、整合規格

は、高リスク AI システムのより確立された技術要件（例：サイバーセキュリティ、正確

性）をカバーすることが想定されています 7。 

特徴 AI Pact（AI 協定） 
実践規範（Codes of Practice, 
COP） 

目的 
AI 法の早期かつ自主的な準備・実

施の促進 
法的義務遵守の正式な証明 

法的地

位 
法的拘束力のない自主的な誓約 

「適合性の推定」を生む正式な共同

規制ツール 

主な対

象 
全ての AI 関係者、特に「先進企業」 

主に GPAI モデル提供者、高リスク

AI 提供者 



特徴 AI Pact（AI 協定） 
実践規範（Codes of Practice, 
COP） 

主な内

容 

高レベルのコミットメント（ガバナン

ス、マッピング、リテラシー） 

特定の法的義務を満たすための詳細

かつ技術的な方法論 

管轄機

関 

欧州委員会 / AI オフィス（促進者と

して） 
AI オフィス（調整・承認者として） 

タイム

ライン 
現在から AI 法適用開始まで活動 

法施行後に策定、初版は 2025 年 5

月頃までに完成予定 

戦略的

価値 

評判構築、知識共有、ベストプラクテ

ィスへの影響力行使 

法的コンプライアンスとリスク軽減の

ための直接的なツール 

出典: 8 
 

セクション III：グローバル企業の義務と戦略的必須事項 

本セクションでは、法的枠組みを、企業が準備しなければならない具体的な義務へと

落とし込み、特に規制が厳しい分野に焦点を当てて解説します。 

3.1 高リスク AI システム：コンプライアンス要件の詳細 

高リスク AI システムの提供者と導入者は、AI 法の最も厳格な要件の対象となりま

す。これらの義務はシステムのライフサイクル全体にわたって適用され、一回限りの

認証プロセスではなく、継続的な運用活動が求められます。 

• リスク管理システム: 提供者は、AI システムのライフサイクル全体を通じて、

リスク管理システムを確立、導入、文書化し、維持しなければなりません 9。こ

れには、既知および合理的に予見可能なリスクを特定・分析し、それらを排除

または最小化するための措置を講じることが含まれます。 
• データとデータガバナンス: AI システムの訓練、検証、テストに使用されるデ

ータセットは、意図された目的に対して関連性があり、十分に代表的で、可能

な限りエラーがなく、完全でなければなりません。偏見を助長する可能性のあ

るデータについては、その検出、防止、および軽減のための措置が求められ

ます。厳格なデータガバナンスと管理慣行の確立が不可欠です 7。 



• 技術文書と記録保持: 提供者は、システムを市場に投入する前に、AI 法への

適合性を証明するための詳細な技術文書を作成し、常に最新の状態に保つ

必要があります 5。また、システムは、その運用のトレーサビリティを確保する

ために、イベントを自動的に記録（ロギング）する機能を備えていなければなり

ません 7。 
• 透明性と利用者への情報提供: 導入者が AI システムを理解し、適切に使用

できるよう、提供者はシステムの意図された目的、能力、限界、性能に関する

明確かつ包括的な使用説明書を提供しなければなりません 10。 
• 人的監視: システムは、人間による効果的な監視が可能となるように設計・開

発される必要があります。これには、システムの運用を監視、判断、介入する

ための適切なヒューマン・マシン・インターフェースツールが含まれます 3。導

入者は、この監視が十分な訓練を受け、権限を与えられた担当者によって行

われることを保証する責任があります 3。 
• 正確性、堅牢性、サイバーセキュリティ: システムは、そのライフサイクルを通

じて一貫した性能を発揮し、適切なレベルの正確性、堅牢性、サイバーセキュ

リティを達成するように設計されなければなりません。これには、エラーや不整

合に対する回復力や、モデルポイズニングのような悪意のある第三者による

攻撃に対する防御策が含まれます 5。 
• 適合性評価と登録: 高リスク AI システムは、市場に投入される前に適合性評

価手続きを経る必要があります 4。多くの場合、これは提供者による自己評価

が可能ですが、特定の極めて重要なシステム（例：遠隔生体認証）について

は、第三者機関による評価が義務付けられます 8。全ての高リスク AI システ

ムは、EU が管理する公開データベースに登録されなければなりません 5。 
• 基本的権利影響評価（FRIA）: 高リスク AI システムを導入する者は、そのシ

ステムの利用が基本的権利に与える影響を、利用開始前に評価することが求

められます 3。 
3.2 汎用 AI（GPAI）モデル：規制の階層をナビゲートする 

AI 法は、特定の目的を持たず、多様な下流タスクに適応可能な GPAI モデル（生成

AI の基盤モデルが典型例）に対して、新たな規制の層を導入しました。 

3.2.1 全ての GPAI 提供者の基本義務 

全ての GPAI モデルの提供者は、以下の義務を負います。 

• AI オフィスの要請に応じて、モデルの訓練プロセスや評価結果を含む詳細な

技術文書を維持し、提供すること 10。 



• 自社の GPAI モデルを AI システムに統合する下流の提供者が、自らの義務

を果たすために必要な情報と文書を提供すること 10。 
• EU の著作権法を遵守するためのポリシーを策定し、実行すること 10。 
• モデルの訓練に使用されたコンテンツに関する「十分に詳細な」概要を作成

し、公開すること 10。 
これらの義務は、AI のサプライチェーンにおける透明性を確保することを目的として

います。GPAI 提供者から下流の AI システム提供者への情報提供義務は、AI のサ

プライチェーンがコンプライアンスの連鎖であることを示しています。下流の企業は、

自社の高リスク AI システムの適合性評価を完了するために、上流の GPAI 提供者

からの情報に完全に依存することになります。このため、サプライチェーンにおけるデ

ューデリジェンスは、単なるビジネス上のベストプラクティスから、法的な必須要件へ

と格上げされます。 

3.2.2 「システミックリスク」の閾値：ハイインパクトモデルへの追加義務 

GPAI モデルの中でも特に強力で広範な影響を及ぼす可能性のあるモデルは、「シス

テミックリスク」を持つと見なされ、さらに厳しい義務が課されます。 

• 定義: モデルの訓練に使用された累積計算量が 1025 FLOPs（浮動小数点

演算回数）の閾値を超える GPAI モデルは、システミックリスクを持つと推定さ

れます 12。また、欧州委員会は、ユーザー数や影響の大きさなど他の基準に

基づいて、モデルをシステミックリスク指定することもできます 8。 
• 追加義務: システミックリスクを持つモデルの提供者は、基本義務に加えて、

以下のことを行う必要があります。 
o 敵対的テスト（レッドチーミング）を含む、最先端のモデル評価を実施す

ること 10。 
o EU レベルでの潜在的なシステミックリスクを評価し、軽減するための

措置を講じること 5。 
o 重大なインシデントを追跡、文書化し、AI オフィスや関連する国内当局

に遅滞なく報告すること 5。 
o モデルとその物理インフラに対する、適切なレベルのサイバーセキュリ

ティ保護を確保すること 10。 
3.2.3 施行タイムライン 

GPAI モデルに関する義務は、法の発効から 12 ヶ月後、すなわち 2025 年 8 月から

適用が開始されます 12。 
3.3 透明性義務：限定リスクシステムと AI 生成コンテンツ 



限定的なリスクを持つと分類された AI システムには、主に透明性に関する義務が課

されます。 

• チャットボットのように人間と対話することを意図したシステムの提供者および

導入者は、個人が AI システムと対話していることを通知されるようにしなけれ

ばなりません 3。 
• 感情認識または生体認証分類システムの導入者は、そのシステムにさらされ

る個人にその旨を通知する義務があります 3。 
• AI によって生成または操作された画像、音声、動画、テキストコンテンツ（いわ

ゆるディープフェイクを含む）は、それが人工的なものであることを示すラベル

を、機械可読な形式で付与しなければなりません。特に、実在の人物、場所、

出来事を模倣したディープフェイクコンテンツには、その人工的な性質を明確

に開示する義務があります 3。 
 

セクション IV：グローバルな規制のモザイク：比較分析 

本セクションでは、EU のアプローチを他の主要なグローバルプレイヤーと比較し、多

国籍企業が航海しなければならない断片化された規制の状況を明らかにすることで、

重要な文脈を提供します。 

4.1 欧州連合：法による規制、権利中心 

• アプローチ: 包括的、水平的、かつ法的拘束力のある「ハードロー」による枠

組み 4。 
• 哲学: 基本的権利、安全、そして EU の価値観の保護を中核に据えています 

3。「信頼できる AI」を厳格な規制を通じて創出することを目指します。 
• メカニズム: リスクベースの分類（禁止、高リスク要件、透明性義務など）と、

中央執行機関（AI オフィス）による監督が特徴です 1。 
4.2 米国：市場主導、自主的なフレームワーク 

• アプローチ: 業界の自主規制を奨励する、「ソフトロー」的、非セクター的なア

プローチ 30。 
• 哲学: 事前規制よりも、イノベーションを促進しつつリスクを管理することに重

点を置いています。企業の自己規律と透明性が強調されます 31。 
• メカニズム: 米国国立標準技術研究所（NIST）が策定した「AI リスク管理フレ

ームワーク（AI RMF）」が主要なツールです。これは、組織が AI リスクを特

定、評価、管理するための自主的なガイドであり、法的拘束力はありません

が、契約や将来の規制に組み込まれる可能性があります 32。ガバナンス、マ



ッピング、測定、管理という 4 つの機能を通じて、リスク管理を AI ライフサイク

ルに統合することを推奨しています 32。 
4.3 中国：国家主導、安全保障重視、個別指令 

• アプローチ: 2030 年までに世界の AI リーダーになるという国家計画と、特定

の AI アプリケーションを対象とした個別的かつ拘束力のある規制の組み合わ

せです 36。EU のような単一の統一法ではありません。 
• 哲学: 技術的リーダーシップの目標と並行して、国家による統制、社会の安

定、国家安全保障の懸念が強く反映されています 31。 
• メカニズム: 国務院が全体戦略を設定し 36、国家インターネット情報弁公室

（CAC）が生成 AI、ディープシンセシス、推薦アルゴリズムに関する個別規制

の実施を主導します 38。コンテンツのラベリングとトレーサビリティに重点が置

かれています 36。包括的な AI 法は計画段階にありますが、制定には数年を

要する可能性があります 39。 
4.4 日本：産業主導、「ソフトロー」ガバナンス 

• アプローチ: 政府による非拘束的なガイドラインに基づき、企業の自主的なガ

バナンスを促進する「ソフトロー」アプローチを採用しています 30。 
• 哲学: 規範的なハードローを避け、アジャイルで柔軟なガバナンスを通じて、

イノベーションの促進と国際的な相互運用性を優先します 30。 
• メカニズム: 経済産業省（METI）と総務省（MIC）が発行した「AI 事業者ガイド

ライン」が中心的な文書です 43。このガイドラインは、ゴールベース、リスクベ

ースであり、政府による直接的な強制ではなく、民間契約を通じて実施される

ことが意図されています 44。日本は、G7 広島 AI プロセスに見られるように、

ガバナンスに関する国際協力を積極的に推進しています 30。 
これらの規制哲学の衝突は、「コンプライアンスの断片化」という深刻な課題を生み出

しています。EU（権利ベースのハードロー）、米国（市場ベースのソフトロー）、中国

（国家ベースの安全保障法）は、根本的に異なる 3 つのパラダイムを代表していま

す。当社のような多国籍企業にとって、これは単一の AI 製品であっても、これら主要

市場にアクセスするためには、3 つの異なる方法で設計、文書化、統治する必要があ

ることを意味します 31。この断片化は、法務、技術、運用上の莫大なオーバーヘッド

を生み出し、主要な戦略的課題となります。グローバル企業は、単一の普遍的な AI
ガバナンスフレームワークを導入するのではなく、これらの相反する法的要件に適応

できるモジュール式のフレームワークを構築する必要があります。 



比較

項目 
欧州連合（EU） 米国 中国 日本 

コア

アプ

ロー

チ 

権利中心の規制 
市場主導のイノベ

ーション 

国家主導の安全

保障 

産業主導の

相互運用性 

法的

性質 

ハードロー（規

則） 

ソフトロー（自主

的） 

ハードロー（個別

指令） 

ソフトロー（自

主的ガイドラ

イン） 

主要

なツ

ール 

AI 法、GDPR 
NIST AI RMF、AI

権利章典 

生成 AI 管理弁

法、サイバーセ

キュリティ法等 

AI 事業者ガ

イドライン、

広島 AI プロ

セス 

執行

哲学 

中央集権的（AI

オフィス）および

各国の監督当局 

産業界の自主規

制、FTC による不

正行為への執行 

中央集権的な国

家統制（CAC） 

企業主導、

契約による

執行 

出典: 1 
 

セクション V：ステークホルダーの言説と批判的視点：論争の領域を

航海する 

本セクションでは、法の条文を超えて、それを取り巻く継続的な議論を分析し、その潜

在的な弱点や論争点についての多角的な理解を提供します。 

5.1 市民社会の懸念（EDRi、BEUC）：基本的権利と抜け穴 

• 不十分な基本的権利の保護: European Digital Rights (EDRi) や Access 
Now のような市民社会団体は、AI 法が「人権のゴールドスタンダード」を確立

するには至っていないと主張しています 28。彼らは、多くの有害なシステムが

完全な禁止ではなく、透明性義務の対象となるに留まっている点を批判してい

ます 17。 



• 広範な免除と抜け穴: 最大の批判の一つは、「国家安全保障」目的で開発・

利用される AI システムに対する広範な免除規定です。これは、法の保護を骨

抜きにする重大な抜け穴と見なされています 28。この免除は、当社が EU の

政府機関や法執行機関と契約する際に、深刻な法的・評判上のリスクを生み

出します。当社が供給する「民間用」高リスク AI システムが、顧客である政府

によって「国家安全保障」目的で展開された場合、法のセーフガードの対象外

となる可能性があり、その結果、当社は管理不能な権利侵害利用に関連付け

られるリスクを負うことになります。 
• 禁止規定の弱さ: 予測的取締りや遠隔生体認証（RBI）のような有害な慣行に

対する禁止規定は、法執行機関向けの例外が多すぎ、範囲が狭すぎると批

判されています 28。「リアルタイム」と「事後（post）」の RBI の区別は人為的で

あり、どちらも同様に有害であると指摘されています 28。 
• 効果的な救済措置の欠如: AI によって損害を受けた個人に対する救済メカニ

ズムが弱いと見なされています。特に、公益団体が被害者に代わって監督当

局に苦情を申し立てる権利などの規定が欠けている点が問題視されています 
28。 

• 有害技術の輸出リスク: AI 法は、EU 域内で禁止されている AI システムを

EU 拠点の企業が開発し、域外に輸出することを妨げていません。これは、

EU 製の技術によって EU 域外国の人々の権利が侵害されるリスクを生み出

します 28。 
• 消費者保護（BEUC）: 欧州消費者機構（BEUC）は、不公正な AI システムが

消費者に与えるリスク、効果的な法執行の必要性、そして国際的な貿易協定

が EU の基準を損なう可能性について警鐘を鳴らしています 47。また、AI オ
フィスに助言する科学専門家パネルの独立性と利益相反に関する厳格な規

則を求めています 49。 
5.2 学界と産業界の分析：イノベーション対規制の議論 

• 自己評価の問題: 多くの高リスクシステムに対するコンプライアンスが、提供

者による自己評価に依存しており、義務的な第三者検証がないことが、法の

執行力を弱める可能性があるという重要な批判があります 17。 
• リスクの定義と線引き: 学界からは、物質的、非物質的、社会的なものを含む

全ての潜在的損害を、法的なリスクの枠組みで捉えることの難しさが指摘され

ています。GPAI に対する「システミックリスク」という概念はこの問題に対処し

ようとする試みですが、損害の線引きをさらに複雑にしています 50。 
• 規制の将来性: AI 法の急速な技術トレンドへの対応能力について懸念が示さ

れています。高リスクリストを更新するためのより柔軟なメカニズムや、国内機

関と EU 機関間の情報フローの改善などが提案されています 17。 



• イノベーションへの負担: 産業界からは、特に高リスクシステムや GPAI に対

する厳格な要件がイノベーションを阻害し、中小企業に不釣り合いな負担を強

いる可能性があるとの懸念が頻繁に表明されています 2。 
これらの議論から明らかなように、AI 法のテキストがほぼ確定した今、真の戦いの場

は、法律そのものから、それを具体化する標準化と実践規範（COP）の策定プロセス

へと移行しています 21。BEUC のような市民社会団体は、既に COP の草案や専門

家パネルの規則に対する意見提出を開始しています 49。これは、企業にとって、議

会へのロビー活動の時代は終わり、影響力を行使するための新たな重要な舞台が、

AI オフィスや標準化団体が運営する技術委員会やステークホルダー協議の場になっ

たことを意味します。 
 

セクション VI：AI ガバナンスとコンプライアンスのための戦略的提言 

本最終セクションでは、これまでの分析を統合し、当社が取るべき段階的な戦略的ロ

ードマップを提示します。 

6.1 フェーズ 1：評価とマッピング（即時行動） 

• 全社的な AI インベントリの作成: 全事業部門で開発・導入されている全ての

AI システム（サードパーティ製システムを含む）を網羅したカタログを作成しま

す。 
• 予備的なリスク分類の実施: AI 法の基準 6 を用い、インベントリ内の各シス

テムを 4 つのリスク階層に予備的に分類します。特に附属書 III にリストされ

たユースケース 4 に細心の注意を払います。 
• AI サプライチェーンのマッピング: 全ての上流提供者（GPAI モデル、データ

セット提供者など）と下流導入者を特定し、法的な依存関係の連鎖を可視化し

ます。これは、セクション III で指摘したサプライチェーンリスクを管理するため

に不可欠です。 
6.2 フェーズ 2：ガバナンスアーキテクチャの構築（短期的優先事項） 

• 部門横断的な AI ガバナンス組織の設立: 法務、コンプライアンス、研究開

発、サイバーセキュリティ、および各事業部門の代表者からなる委員会を設立

し、AI 戦略とリスクを統括します。この組織は、経営層の強力な後援を得る必

要があります。 
• AI リスクの全社的リスク管理（ERM）への統合: AI リスクをサイロ化させては

なりません。AI リスク評価の結果を、サイバーセキュリティやデータプライバシ



ーに関する既存のプロセスと連携させ、当社の全社的リスク管理（ERM）フレ

ームワークに統合します 8。 
• 社内 AI 倫理・コンプライアンスポリシーの策定: AI 法の原則（人間中心、公平

性、透明性など）に基づき、全ての AI 開発・調達の指針となる、拘束力のある

社内ポリシーを策定します。その際、日本の「AI 事業者ガイドライン」44 を原

則の出発点として参照します。 
6.3 フェーズ 3：実装と文書化（中期的プロジェクト） 

• コンプライアンス準拠インフラの構築: 高リスクと特定されたシステムについ

て、要求される技術的・手続き的インフラ（リスク管理システム、データガバナ

ンスプロトコル、ロギングメカニズム、人的監視インターフェース）の構築を開

始します 10。 
• 技術文書の標準化: 高リスクシステムおよび GPAI モデルに要求される広範

な技術文書を生成・維持するためのテンプレートとプロセスを確立します 5。 
• イノベーション支援ツールの活用: 利用可能な場合、「AI 規制サンドボックス」

を活用し、規制当局の監督下にある管理された環境で高リスクシステムをテス

トすることを検討します。これにより、新規アプリケーションのリスクを低減でき

る可能性があります 2。 
6.4 フェーズ 4：戦略的エンゲージメントと継続的監視（恒久的活動） 

• AI Pact への参加に関する戦略的決定: AI Pact への参加がもたらす評判上

の利益と、それに伴うリソースコストを慎重に評価します 11。参加しないという

決定を下す場合でも、それは意識的な選択であるべきであり、準備されたコミ

ュニケーション戦略を伴う必要があります。 
• 標準化および COP 策定への関与: 当社の事業に関連する整合規格や実践

規範（COP）の策定プロセスを積極的に監視し、可能な限り参加します。これ

は、将来のコンプライアンス義務を形成するための極めて重要な機会です。 
• 継続的な規制監視の実施: AI を取り巻く環境は静的ではありません。AI 法

（特に附属書 III）の変更、AI オフィスからの新たなガイダンス、そして執行事

例を継続的に監視するプロセスを確立し、当社のガバナンスフレームワークが

常に最新かつ効果的であることを保証します。 
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